２０１９年度活動方針
１　はじめに
　　2018年7月12日に開催された第22回日本退職者連合定期総会のスローガンは、「統一地方選挙、参議院選挙を勝ち抜き、経済最優先の政治にから生活最優先の政治に変え、生き生きと安心して暮らせる社会にしよう！」というものでした。
　　ここで注目すべきは、「経済最優先の政治から生活最優先の政治に変かえよう」というものですが、ここで注目すべきは「経済最優先の政治から生活最優先の政治に変かえよう」というものです。なるほど安倍内閣の政策は、GDP至上主義といってもよいような雰囲気があります。

　　しかし、日本の経済政策は、伝統的に企業経営の環境を改善し、財政的に経営支援をすること」と同意義に捉えられて、国民の生活を改善するという観点から産業政策が検討することは、はなはだ少なかったように思います。
　　　安倍内閣は、福祉を削って、産業競争力の維持向上という基本姿勢に立って政策が決定されているようですが、超高齢者社会を迎え、社会保障とりわけわけ医療保険や介護保険の重要性が年々増しています。しかし、骨太方針2015で示されたように、医療保険、介護保険は劣化の一途で、高齢者とそれに続く世代の将来不安は増すばかりといわざるを得ません。
　　　帳尻合わせ的対応を廃し、公的資金を投入し、医療保険や介護保険を充実し、併せて医療産業、介護産業の発展を図ることは、喫緊の課題となっています。
２　奇妙な安定が続く安倍政権
　　　第19６通常国会は、安倍首相が丁寧な説明をすると繰り返し言明した「森友学園」や「加計学園」の問題では、多くの国民の疑問を解消することなく、文書の改ざんや虚偽答弁を繰り返し、国民の知る権利が無視され、ますます疑惑を深めることになりました。また、国民の多数が反対する「働き方改革法案」、「カジノ賭博法案」、「参議院選挙制度改革法案」などについても、論議を尽くすことなく強行採決され、一向に疑問点が解明されていません。
　　　全てが異常な国会で、民主主義がないがしろにされ、国民の政治不信は一層高まったように感じます。
　　　しかし、国会が終了すれば、安倍内閣の支持率はむしろ上昇傾向にあり、今や安倍首相は最後の自民党総裁選挙の圧倒的多数で再選を決め、第四次安倍改造内閣をスタートさせました。
　　　「大臣の一つや二つ、首が飛んでも不思議がない」といわれたこの国会をよそに、安倍内閣の安定振りをどう説明したらよいのでしょう。一部の識者は、国民は「どうせ何も変わらないから」と諦めの気持ちだとか、若者の保守化の表れ」と説明していますが、果たしてそうだろうかと疑問を持たざるを得ません。安倍首相の徹底した事実隠し、資料の改ざんの結果、まっとうな議論ができなかったため、国民はことの本質を探り当てることなく今日に至っているというのが実情だと考えます。
３．日本経済の現状は
　　　２０１８年９月１１日発表の２０１８年４月～６月のGDPは前年同期に比較して0.7％（年率３％）の伸びを示しています。これは、あと2年後に迫ったオリンピック関連の設備投資や春闘での夏季一時金の伸びが大いに貢献しているといわれています。
　　　また、アメリカ、中国、インド、東南アジアなどの国が好景気で、日本の経済成長を支えている側面もあります。しかし、来期(７月から９月)以降は、７月の西日本豪雨や北海道担振地方の大地震、夏の猛暑による農産物の値上がり、アメリカ・トランプ政権による保護政策の影響など不安定要因があり、予断を許さない状況となっています。また、安倍首相が誇る経済発展の果実を味わうことなく、将来の生活不安を抱える国民にとって、増え続ける企業の内部留保は、企業や富める者との溝を一層深いものにしています。
　　　また、大規模金融緩和を中核とするアベノミクスは、日銀による銀行からの国債の買い上げで市中に大量の円を流通させることにより、円安に導き、景気を安定させるために行われていますが、今や、日銀が買い上げる債権の中心は、国債市場の品薄もあり国債から上場投資信託に変化しております。そもそも金融緩和は、円高から円安に導き、物価を２％程度引き上げることが主眼ですが、２％の物価上昇目標は、達成の目途さえたっていません。
これに対し、長引くゼロ金利政策が銀行経営を圧迫しつつあることから、日銀は、ゼロ金利政策を修正し、長期金利の上昇を若干容認する政策に修正しました。いわゆるアベノミクスの副作用が広がりつつあります。
４．2018年度は、税金、社会保障制度にとってどういう年か
（1） 　骨太方針2015の3か年が終わり、次の3か年(19～21年度)である骨太方針2018が定められる年です。（骨太方針2018は2018年6月15日に閣議決定済み）
（2） 　医療・介護は18年度初めに大きな制度変更、計画策定、報酬改定が一段落し、執行点検の段階となっています。
（3） 　年金は18年度中に財政検証、2019年度春に検証結果、秋までに制度をめぐる審議会が行われ、年内に法案をまとめ、2020年春に国会に提出される予定となっています
（4） 　消費税19年10月引き上げを控え、18年度は森林税、出国税の新設や継続事項になっていた所得税の控除改定があり、引き続き年金課税の見直しを検討中です。
(５)　　法人税は、国、地方合わせた実効税率を当初の計画を前倒しし、15年度の32.11％から16～１７年度29.97％（国税は23.4％）、18年度29.74％（国税23.2％）に引き下げられています。そもそも、消費税の増税にあたっては、全額社会保障に満てるとする民主党、自民党、公明党の三党合意に基づき実施していった経過を無視し、二度にわたる2％増税延期を決め、なおかつ不公平税制をそのままに大幅な企業減税を実施し、三党合意を無視し続けてきました。安倍首相の最後の任期となった今、来年10月に消費税の２％増税を実施することは、今までの経過からして決して許されることではありません。
5． これだけは譲れない社会保障の問題点
（1） 　年金開始年齢を引き上げ
政府が２月に決定した「新・高齢社会大綱」で、高齢者は65歳　を超える者として従来の定義を見直しました。これに便乗した財政審議会は、「2035年までに年金支給開始年齢を現在の65歳から引き上げる」ことを主張しています。しかし、財政審議会の主張は世代間格差解消を言いながら、将来世代のみ生涯年金受給額を値切ることを意味し、マクロ経済スライドを持つわが国では、制度的矛盾を抱えることとなります。
また、定年年齢の引き上げや年金支給年齢の引き上げは、高齢者の生き方と深く関わりをもつことから、国民的な議論が必要となってきます。
　　（２）後期高齢者医療の自己負担割合を２割に
　骨太方針・財政審議会は後期高齢者医療制度発足時の根本原則であった１割自己負担を崩し、２割負担を主張しています。７５歳を超すと若年期に比べ５倍の医療費が必要と言われていますが、自己負担割合の引き上げは、受診を断念せざるを得ない高齢者が続出することが意味します。
（3） 医療保険給付率を人口連動で自動引き上げ＝負担引き上げ
　　　　　　2018年度４月、財政審議会で「医療保険の給付率を自動的に調整する仕組み」が突然提起されました。経済成長や人口動態を踏まえ、支え手の支払い能力を超えるような医療費の増加があった場合、ルールに基づき給付率を自動的に調整する仕組みで、医療費の増加には給付率の自動調整や患者負担を自動的に調整するとしています。
　　　　　　医療費の管理は、基本的には「患者負担は上限付きの定率、それ以外は被保険者全体で負担」というルールによるべきです。
（4） 介護保険利用者負担は２割に
介護保険発足時に自己負担率を原則１割に設定したのは、介護サービスが医療に比べ長期にわたることを基本認識にしていたことによります。政府がこれまでに高所得者に対し２割負担を導入し、その検証もないまま３割負担も導入したことにより、サービス内容を切り詰めざるを得ない利用者の発生が危惧されています。これに続いて財政審議会が利用者全体の負担を原則２割にすると提起したことは、医療と介護サービスの違いを無視し、制度の根幹を崩すものです。
（５）　医療・介護全般の負担能力判定を金融資産勘案で
　　　　　医療・介護費用の一部負担能力判定に金融資産を考慮に入れることに対しては、従来通り所得を根拠とすべきで、資産を算定基礎とすべきではありません。加えてマイナンバーでのぞき込める預貯金や株式のみを資産として把握し、他の形態の資産は補足しないという不公平さは、二重に誤っています。
（5） 生活保護基準の切り下げ
　　　　　生活保護基準は、５年に一度切り下げてきましたが、また３年間の段階的切り下げを決定しました。今次減額による国庫負担減は18年度15億円、19年度49億円、20年度67億円と説明されています。しかしこのところ毎年のように突出する防衛費の増大こそ問題で、1,000億円で迎撃ミサイルシステム・イージスアショアの購入を中止するだけで、受給世帯のぎりぎりの生活費を削ることをしなくてもおつりがきます。
　（６）　消費税軽減税率の導入
　　　　　自公両党の選挙協力の取引のために企てられている軽減税率については撤回し、消費税にかかる低所得者層対策としては、「給付付き税額控除」を導入すべきです。
７．総論のまとめとして
　　（１）　　最近の安倍首相の外交はほころびが目立ち始めています。金北朝鮮労働党委員長と文韓国大統領の劇的な会談を契機に、アメリカと北朝鮮の関係が一気に変化し、世界の平和にとって新しい風が吹き始めつつありますが、北朝鮮への軍事的・経済的圧力を声高に主張してきた安倍首相の姿を世界の政治家は、どう映っているでしょうか。恐らく、新しい状況に合わせ言動を次々と変えるオポチョニストと映っていることでしょう。今後も紆余曲折があるにしても、米韓関係は改善の方向に向かうことが期待されています。
さらに、アメリカ・トランプ政権の無謀ともいえる自国保護政策に対しても、トランプ大統領との「お友達関係」で問題の解決を図ろうとする安倍首相の姿勢は、冷酷かつ厳しい世界の現実を前にして、無能さをさらけ出しただけという対応でした。
また、ロシア外交では、経済協力をテコに北方四島の返還を迫る安倍首相は、プーチン大統領の唐突に前提条件なしの平和条約の締結を提案され、ただただ狼狽しているのが現状です。
（2） 国内では、少子高齢化、人口減少社会にあって、日本の国内政治は、大きな経済的混乱を極力最小にとどめ、穏やかな着地点を探ることが求められています。しかし、日本退職者連合の総会スローガンにあるように、安倍首相は、アベノミクスと称する異次元の金融緩和政策を維持し、産業優遇政策を推し進め、さらにJPIF（日本年金積立管理機構）で大量の株式を買い集め、株主優遇政策などを採用しています。しかし、世界の趨勢は金融緩和政策の出口を息長く探る状況で至っています。アベノミクスは、最早、時代遅れの代物で、世界の趨勢に取り残されため、日本は政策を一新すべき時にきています。国民は、新しい政治の風が吹き始めることを強く望んでいます。
（3） 　安倍首相は最期の任期となった第四次改造内閣の発足に合わせ、改めて憲法改正と社会保障改革に強い意欲を示しました。しかし世論調査での安倍内閣の支持率は低迷したままで、社会保障改革は期待できないとする国民の声は強く表、憲法改正については、国民の意思が見えず、安倍首相の独りよがりの政策であります。憲法学者の大部分が違憲と主張する集団的自衛権を容認しつつ自衛隊の存在を肯定する憲法改正は決して認めることはできません。また、今まで安倍首相のもとで改悪の一途を辿ってきた社会保障改革は、当然のごとくまともな改革を期待するのは無理というものです。
（4） 　安倍政治を終わらせるための第一歩は、来夏に行われる参議院議員選挙に立憲民主党や国民民主党をはじめとして野党勢力が結集して巨大な自民党に立ち向かうことが必要です。シニア連合に結集する神奈川の高齢者は、全員一丸となって野党勢力の躍進を図るべく、最大限の努力をすることが何よりも大切であることを確認したいと思います。
